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2011年に国連人権理事会において「ビジネスと人権に関する
指導原則」が承認されて以降、サプライチェーンを含む人権に関
する法制化は世界的に加速しています（CS3D、CSRDや
IFRSなど）。その一方 2025年には、米国におけるトランプ政
権によるサステナビリティ関連政策の後退に加え、欧州では企
業負担の増大や国際競争力への影響を懸念する声が強まり、
企業に過度な負担を課すことへの慎重論が広がっています。こ
の結果、規制は一方向的に強化されるのではなく、「強化と緩
和の揺り戻し」を伴いながら進化しています。 
 
しかし、こうした動きがあったとしても、企業に求められている持続
可能な社会の実現に向けた ESG関連取り組みの重要性が低
下するものではなく、よりプラクティカルなビジネスに基づいた動き
になっていると再認識すべきです。 
企業には、自ら高い水準の枠組みに対応するマネジメント能力
を備え、サステナビリティを経営判断に組み込むことが、より一層
ステークホルダーから強く求められています。 
こうした情勢を背景に、人権デュー・ディリジェンスに着手する企
業は増加していますが、指導原則に則り、そのプロセスを実効的
に運用できている企業は依然として少数にとどまっており、多くの
企業が方針策定や机上でのリスク評価（デスクリサーチ）に留
まっているのが現状です。 
 
本年は第15 回「ビジネスと人権に関する国際会議 in 東京」
の開催（10 月 19 日～23 日）に合わせて人権分野におけ
る第一人者である海外有識者を招聘し、グローバルトレンドや
最新課題について議論するとともに、日本企業に求められる具
体的な対応を探ると同時に、海外有識者のメンバーにも日本
企業の人権尊重の取り組みを理解してもらえる機会にしたいと
考えています。 

 

主 催：経済人コー円卓会議日本委員会 
協 力：ANAホールディングス株式会社、味の素株式会社、日本郵船株式会社、マツダ株式会社、 

森永乳業株式会社、JP リサーチ&コンサルティング、株式会社 Regrit Partners、 
東京海上日動火災保険株式会社、東京海上ディーアール株式会社、 

日 時：2026年 10月 23日（金）10：00 ～ 17：00 
形 式：Zoom を活用したオンライン会議（ライブ配信） 
 

本会議では、こうした課題に直面する企業関係者が、実効性あ
るUNGPs実践方法を学び、具体的な解決策を見出すための場
を提供します。 

 
【プログラム概要】 

１．日本企業の取り組み紹介 ＆ 海外有識者との意見交換 

テーマ１：外国籍の労働者の権利尊重 
 【サプライチェーン関係者間での深掘りセッション】 

テーマ２：人権 DDにおける実効性の確保 
 【関連解説】 WBAの新評価手法について 

２．パネルディスカッション 「生活賃金及び生活所得」 

３．国際機関による講演 

 
本会議が、企業のビジネスと人権に関する取り組みを一層推進
し、持続可能な成長と社会的責任の実現に寄与することを期待
しています。 
 

経済人コー円卓会議日本委員会  
事務局長 石田 寛 

 

【第 15回】 
2026年ビジネスと人権に関する国際会議 in 東京 

http://www.crt-japan.jp/
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 開催概要 

日  時 2026年 10月 23日（金）10：00～17：00 （接続開始 9：45 より） 

主 催 経済人コー円卓会議日本委員会（CRT日本委員会） 

協 力 ANA ホールディングス株式会社、味の素株式会社、日本郵船株式会社、マツダ株式会社、 

森永乳業株式会社、JP リサーチ&コンサルティング、株式会社 Regrit Partners、 

東京海上日動火災保険株式会社、東京海上ディーアール株式会社 

海外団体 Office of the United Nations High Commissioner for Human Rights（OHCHR）,  

Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), World 

Benchmarking Alliance, Ethical Impact, RFP Advisory Services 

定 員 Zoom の配信可能容量を超えた時点で申し込みを締め切ります。 

※1社につき複数名ご参加いただくことは可能ですが、多数のお申込みがあった場合は、人数の調

整をお願いする場合があります。 

参加費 お一人：11,000円（税込） 

言 語 日英同時通訳 

参加申込 お申し込みは下記の URL リンクへお進みください。申し込み締め切りは 10月 16日です。 

https://business.form-mailer.jp/fms/ea9ca2c4347255 

連絡事項 ※本会議中に使用した動画及び資料の配布、並びに別媒体での配信は致しませんので、予めご

了承ください。 

問い合わせ先 経済人コー円卓会議日本委員会（CRT日本委員会） 

Email: info＠crt-japan.jp  TEL: 03-5728-6365 

協力 

主催 

http://www.crt-japan.jp/
https://business.form-mailer.jp/fms/ea9ca2c4347255
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※以下のプログラムは予告なく変更する場合があります。あらかじめご了承ください。 

10:00 - 10:10 
（10分） 

開会の挨拶 
・ 石田 寛   

NPO法人 経済人コー円卓会議日本委員会 事務局長  
 

10:10 - 10:40 
（30分） 
 

日本企業の取組み紹介 
UNGPs に基づく人権尊重の実践例として、人権 DD の一環であるインパクトアセスメントや確認され
た課題への対応といった、日本企業の事業およびサプライチェーンでの事例を紹介します。その後、海
外有識者との意見交換や参加者との質疑応答を通じて、よりよい実践方法を探ります。 
 
テーマ１：外国籍の労働者の権利尊重 
国内の事業所やサプライヤーなどで働く外国籍の労働者を対象とした人権 DD の取り組み事例を紹
介します。 
・ 大野 奈美氏 

森永乳業株式会社 サステナビリティ本部 サステナビリティ推進部 
企画グループ アシスタントマネージャー 

・ 浅田 芳行氏 
マツダ株式会社 コーポレート業務本部 主査 

 
発表後、有識者とのディスカッション 
 
・ ナミット・アガルワル氏（Namit Agarwal） 

World Benchmarking Alliance, Social Transformation Lead 
・ ニール・ウィルキンス氏（Neill Wilkins） 

Ethical Impact, Independent Business Advisor 
CRT日本委員会アドバイザー 

・ リシ・シャー・シング氏（Rishi Sher Singh） 
ビジネスと人権の専門家 
CRT日本委員会アドバイザー 

・ ルース・フリーダム・ポージマン氏（Ruth Freedom Pojman） 
Ruth Freedom Pojman Advisory Services代表 
 

 

10:40 – 12:00  
（80分） 
 

深掘りセッション：外国籍の労働者の人権尊重を実現するサプライチェーンの構築 
本セッションでは、労働組合、送出機関、監理団体・登録支援機関、受入企業、ブランドホルダーが
一堂に会し、外国籍の労働者の責任ある採用・雇用に向けた取り組みや問題意識を共有します。ま
た、ディスカッションを通じて、サプライチェーン全体でこれを実現するための、連携のあり方を探ります。 
 
・ 岡田 美穂   

NPO法人 経済人コー円卓会議日本委員会 ディレクター 
・ 池邊 正一朗氏   

株式会社ワールディング 執行役員  
CRT日本委員会アドバイザー 

 
※ご登壇者情報は、追って掲載いたします。 
 

12:00 – 13:30 
（90分） 

休 憩（昼食） 
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13:30 – 14:15 
（45分） 

日本企業の取組み紹介（続） 
 
テーマ２：人権 DDにおける実効性の確保 
内外から寄せられる様々な提起の声をいかに受け止め、問題の解決へと繋げていくか。信頼や共通の
価値を築くための「運用の仕組化」について、企業の事例を交えて現実的なアプローチを議論します。 
 
・ 鈴木 雄一氏 

日本郵船株式会社 サステナビリティ経営グループ長代理  
・ 池邊 正一朗氏 

株式会社ワールディング 執行役員  
・ 末田 実希氏 

ANA ホールディングス株式会社 サステナビリティ推進部 
 

14:15-14:30 
（15分） 

関連解説：WBAの新評価手法について 
2018年に発足したWorld Benchmarking Alliance（WBA）は、機関投資家やステークホルダ
ーにとって有用な SDGs達成に向けた企業の評価手法を定め、これをグローバル 2000社に適用して
きました。2026年現在、WBA は、これまで個別に実施していた気候、自然、社会などのベンチマーク
を一つにまとめた「統合移行アプローチ（Integrated Transition Assessment）」への大きな移
行（シフト）を発表しています。本セッションでは、この新たな評価指標の内容について紹介します。 
 
 ナミット・アガルワル氏（Namit Agarwal） 

World Benchmarking Alliance, Social Transformation Lead 
 

14:30-15:30 
（60分） 

パネルディスカッション：注目される人権課題「生活賃金及び生活所得」 
本セッションでは、欧州を中心にビジネス規範（Norm）化が進む「生活賃金・生活所得」の動向と、
CRT がインドのとある地域を対象に実施した生活賃金の調査手法を報告します。また、評価機関及
び TISFD（人権、ウェルビーイングや人的資本との関連性）などの枠組みにおける本テーマの位置づ
けを体系的に整理し、企業が実際に取り組む上での課題についてディスカッションします。 
 
 石田 寛 

某企業の人権 DD を通じた生活賃金を把握するための取り組み紹介  
 宮田 千夏子氏  

ANA ホールディングス株式会社 参与 
CRT日本委員会 理事 

 筒井 裕子氏 
日本郵船株式会社 常務執行役員 サステナビリティ戦略本部長 
CRT日本委員会 理事 
 

15:30 – 15:50 
（20分） 

休 憩 
 

15:50 – 16:45 
（55分） 

国際機関による講演 
OHCHR や OECD から、それぞれの機関が「ビジネスと人権に関する指導原則」をはじめとする国際
基準をどのように捉え、持続可能な企業行動の推進や変革に向けてどのように取り組んでいるのかにつ
いてお話しいただきます。 
 
【パネリスト】 
・マウリシオ・ラザラ氏（Mauricio Lazala） 

Office of the United Nations High Commissioner for Human Rights (OHCHR) 
Chief, Business and Human Rights Section 

http://www.crt-japan.jp/
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・村井 香菜氏 
  経済協力開発機構（OECD） 責任ある企業行動センター 金融・企業局  
ジュニア・ポリシー・アナリスト 
 

16:45 - 17:00 
（15分） 
 

閉会の挨拶 
・ 石田 寛 

NPO法人 経済人コー円卓会議日本委員会 事務局長  
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海外有識者のプロフィール 

 
マウリシオ・ラザラ・レイボヴィッチ氏（Mauricio Lazala Leibovich） 
Office of the United Nations High Commissioner for Human Rights (OHCHR) 
Chief of the Business and Human Rights Section 

 
 
マウリシオ・ラザラ・レイボヴィッチ氏は、現在、国際連合人権高等弁務官事務所（OHCHR）においてビジネスと人権課の課長を
務めている。同氏は、市民社会分野において豊富な経歴を有し、20 年以上にわたり、調査、アドボカシー、政策、マネジメントに携
わってきた。専門分野は、ビジネスと人権、デジタル権利、市民的空間、企業の説明責任、組織開発である。これまで複数の国で
活動し、3言語に堪能である。政治学の学士号と法学の修士号を有している。 
※国際連合人権高等弁務官事務所（OHCHR）は、世界の人権保護と促進を使命とし、国連を代表して人権状況の監視、
助言、支援を行う国際機関 
 
 

村井 香菜 氏 
経済協力開発機構（OECD） 責任ある企業行動センター 金融・企業局  
ジュニア・ポリシー・アナリスト 
 

 
 
村井香菜氏は、アジア太平洋地域において、政府機関や多様なステークホルダーと協働し、OECD の責任ある企業行動に
関する基準の普及・促進に取り組むアナリストです。 
OECD に参画する以前は、三井住友フィナンシャルグループにて、サステナビリティ関連の規制動向に関する調査や、投資家と
のエンゲージメントを担当しました。また、国土交通省において、持続可能なサプライチェーンの促進を含む幅広い政策分野
で、法令および政策の立案に携わった経験を有しています。 
京都大学で法学士号を取得後、ニューヨーク大学ロースクールで国際法学の法学修士号（LL.M.）、タフツ大学フレッチャー
スクールで国際関係学の修士号（M.A.）を取得しています。 
 
 

ナミット・アガルワル氏（Namit Agarwal） 
World Benchmarking Alliance 
Social Transformation Lead 
 

 
ナミット・アガルワル氏は、ワールド・ベンチマーキング・アライアンス（WBA）のプログラム責任者（人・社会インパクト担当）を
務め、同団体における人権、ディーセント・ワーク、公正な移行、ジェンダー、責任ある AI に関する取り組みを統括しています。

http://www.crt-japan.jp/
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彼の活動は、社会問題に関するデータに基づく関与と企業の行動を促進し、説明責任を推進することに重点を置いています。
15 年以上の経験を持つナミット氏は、オックスファムやケア（CARE）などの組織でのこれまでの職務を通じて、研究、草の根
活動、政策提言の交差点で活動してきました。彼は、責任あるビジネス慣行を推進し、人権デュー・ディリジェンスを強化するた
めに、企業、投資家、市民社会と幅広く関わってきました。ナミットはまた、いくつかの国際的および国内のプラットフォームにも貢
献しています。ビジネス・アンド・ヒューマンライツ・センターの理事を務めるほか、不平等と社会関連財務開示に関するタスクフォ
ース（TISFD）の運営委員会メンバー、インド国家人権委員会ビジネス・アンド・ヒューマンライツ部門の中核グループメンバー、
フェア・ファイナンス・アジアの諮問委員会メンバー、そして『ビジネス・アンド・ヒューマンライツ・ジャーナル』の編集委員を務めてい
る。 
※World Benchmarking Alliance（WBA）は、企業の持続可能性や社会的責任に関する取り組みを評価・比較（ベ
ンチマーク）し、より良い企業行動を促進することを目的とする国際的な非営利団体である。 
 
 

ニール・ウィルキンス氏（Neill Wilkins） 
Ethical Impact, Independent Business Advisor 
CRT日本委員会アドバイザー 

 
 

ニール・ウィルキンス氏は、ビジネスと人権の分野で 20年以上の経験を有している。かつて、ザ・ボディショップ・インターナショナル
のキャンペーンチームの一員として、人権、コミュニティ・トレード、環境における優良事例に焦点を当てたプログラムの実施に携
わった。近年は、Institute for Human Rights and Business において移住労働者プログラムの責任者を務め、世界的
に移住労働者に関する企業の取り組み改善に向けた活動を主導した。同氏は、あらゆる業種・地域の企業や業界団体と密
接に協力し、市民社会組織、労働組合、学術機関、国連機関、各国政府とも定期的に関与してきた。英国政府による複
数の協議に参加し、英国独立奴隷制対策委員会（Independent Anti-Slavery Commissioner）事務所とも継続
的に連携してきた。同氏は、移住労働者とその採用・雇用者が直面する課題に関する経験と洞察において広く評価されてお
り、全産業・全地域において移住労働者の権利を支援する主要ステークホルダーの信頼ネットワークの一員である。また、小規
模企業向けのブリーフィングから大規模国際会議での講演に至るまで、幅広いイベントでのスピーカーおよびプレゼンターとしての
豊富な経験を有しており、世界各地のビジネスと人権関連イベントに定期的に参加している。同氏の活動すべてにおいて、ビ
ジネスと人権の世界を分かりやすくし、専門用語を超えて、可能な限り人間的なレベルで課題に向き合うことを旨としている。 
※Ethical Impact は、人権に関するガイダンス、支援、研修を専門とする経営コンサルティング会社。 
 
 

リシ・シャー・シング氏（Rishi Sher Singh） 
ビジネスと人権の専門家 
CRT日本委員会アドバイザー 

 
 
リシ・シャー・シング氏は、ビジネスと人権、サプライチェーンのサステナビリティと製造業に関する専門家である。同氏は既存の監
査の枠を超えて、特にサプライチェーンにおけるビジネスの機会と課題について意義ある対話の推進に向けて活動しており、人、

http://www.crt-japan.jp/
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地球、そしてパフォーマンスに良い影響を与える革新的なビジネスソリューションをデザインしている。また、ビジネスと人権における
理論と実践のギャップを埋めるために、アクションリサーチプロジェクトのために学術機関（インド、イギリス、カナダ）とも協力して
いる。主な実施分野は、国連のビジネスと人権に関する指導原則（第 2 と第 3 の柱）と持続可能な開発目標 
（SDGs 1、5、10、12、17）である。同氏はこれまで多国籍企業の人権インパクトアセスメント、インドのマイカに関するサプ
ライチェーンマッピング、工場での男女平等の実現、循環型経済の促進等に関わっている。Hewlett Packard Company で
は、サプライヤーおよび契約製造業者向けの独自のキャパシティビルディングモデルを試験的に導入し、同社の現在のサプライヤ
ー能力プログラムの構築に貢献した。同氏はこれまでに責任あるビジネス慣行について 1,150 人以上の管理職および労働者
に対してトレーニングを実施し、電子および衣服業界においてビジネスと人権に関するマルチステークホルダーフォーラムを促進し
てきた。同氏は地域およびグローバルレベルのイベントやフォーラムで講演している。英国のバーミンガム大学で機械工学の学士
号と国際ビジネスの MBA を取得し、Landmark Education によるトランスフォーマティブなトレーニングを受講し、デロイトの
認定プロジェクトマネージャーを務めている。 
 
 

ルース・フリーダム・ポージマン氏 (Ruth Freedom Pojman) 
RFP（ルース・フリーダム・ポージマン）アドバイザリー・サービス 代表 
 

 
 
ルース・ポージマン氏は、欧州安全保障協力機構（OSCE）、米国国際開発庁（USAID）、国際移住機関
（IOM）、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）での勤務を歴任し、更に民間企業での経験を経て、2019年
に現在の RFP アドバイザリー・サービスを設立した。 
ポージマン氏は、政府機関、企業、および各種団体に対し、ビジネスと人権、紛争、移民問題に関する助言を行い、よ
り公平で、公正かつ平和で持続可能な未来の構築を支援している。 
また、OSCE/ODIHR（欧州安全保障協力機構／人権・民主主義・人権局）の選挙監視員を務めたほか、責任あ
るビジネス同盟（RBA）の「責任ある労働イニシアティブ」諮問委員会や、ヒューストン 2026年ワールドカップ招致委
員会の人権ステークホルダー・グループのメンバーも務め、ロータリークラブの会員でもあり、外交アカデミーの学生たちのメ
ンターも務めている。アメリカン大学国際サービス学部で修士号を取得している。 
＊RFP（Ruth freedom Pojman）Advisory Services、2019年創設、政府機関、企業、組織と連携しより公
平、平和且つ持続可能な未来の構築を支援している。 
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